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平成１８年３月期   個別財務諸表の概要              平成18年 5月 18日 

上場会社名  前田建設工業株式会社                            上 場 取 引 所          東証第一部 

コード番号  １８２４                        本社所在都道府県  東 京 都 

（ＵＲＬ http://www.maeda.co.jp/） 

代 表 者 代 表 取 締 役 社 長 前 田 靖 治 

問合せ責任者 経営管理本部財務部長 佐 藤 寿 郎           ＴＥＬ（03）5276－5114 

決算取締役会開催日 平成18年 5月 18日 

配当支払開始予定日 平成18年 6月 30日 

単元株制度採用の有無 有（1単元1,000株） 

                                       

１． 18年 3月期の業績（平成17年 4月 1日～平成18年 3月 31日） 

（１）経営成績                                                               （注）百万円未満切捨表示 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

     百万円      ％     百万円     ％     百万円      ％ 

18年 3月期 ４２３，２４８（  １．２） ６，５７２（△１３．３） ７，０２６（△１２．１）

17年 3月期 ４１８，１９３（ △３．４） ７，５８１（ ４２．５） ７，９９２（ ４３．７）

 

１株当たり 潜在株式調整後１株 株 主 資 本       総 資 本      売 上 高 

 
当 期 純 利 益 

当期純利益 当たり当期純利益         当期純利益率 経常利益率 経常利益率

     百万円    ％   円  銭    円  銭      ％      ％      ％

18年 3月期 ２，１０１（１３９．８） 11.11          －   １．３ １．３   １．７  

17年 3月期    ８７６（△６５．０）  4.49           －   ０．６ １．５   １．９  

 （注）①期中平均株式数 18年 3月期 185,141,438株    17年 3月期 185,155,108株 

    ②会計処理の方法の変更 有 

    ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

（２）配当状況 

１株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 

（年 間） 
配 当性向      

株 主資本      

配 当 率      

   円  銭  円 銭  円  銭     百万円      ％      ％ 

18年 3月期  ９．００    －  ９．００   １，６６６  ７９．３     １．０ 

17年 3月期  ９．００    －  ９．００   １，６６６ １９０．２     １．１ 

（３）財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

      百万円      百万円        ％     円  銭 

18年 3月期  ５２６，０６０  １６４，７８２     ３１．３    ８８９．８３ 

17年 3月期  ５３７，３８３  １５３，６２０     ２８．６    ８２９．４８ 

 （注）①期末発行済株式数 18年 3月期 185,134,164株  17年 3月期 185,146,053株   

    ②期末自己株式数  18年 3月期    79,438株  17年 3月期      67,549株   

２．19年 3月期の業績予想（平成18年 4月 1日～平成19年 3月 31日） 

１株当たり年間配当金  
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

中 間 期 末  

     百万円    百万円    百万円 円  銭 円  銭 円  銭 

中 間 期 １９０，０００ △２，０００ △１，０００      －     

通   期 ４５０，０００  ９，５００  ４，０００    ９．００ ９．００

 （参考）１株当たり予想当期純利益（通期）21円 61銭 

  ※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本

資料発表日現在における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果とな

る可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につきましては、

添付資料の4ページを参照してください。 

中間配当制度の有無  無 

定時株主総会開催日 平成18年 6月 29日 

 



                                           前田建設（個別） 
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個別財務諸表等 

比較貸借対照表 

                                          （単位：百万円） 

   当  期 

（ 平成18年 3月 31日現在 ） 

   前  期 

（ 平成17年 3月 31日現在 ） 
増  減 

        期 別 

 

科 目   金   額   ％   金   額   ％ 金  額 

 【資 産 の 部】 【５２６，０６０】 【100.0】 【５３７，３８３】 【100.0】 【 △１１，３２３】 

［流 動 資 産］ ［３５７，５９３］ ［ 68.0］ ［３８７，６７６］ ［ 72.1］ ［ △３０，０８２］ 

 現 金 預 金             ２５，８５３    ５１，５０４    △２５，６５０ 

 受 取 手 形             ２４，８５０    １９，２５０      ５，５９９ 

 完成工事未収入金             ９５，７１２    ７７，２３３     １８，４７８ 

 有 価 証 券                ８１９        ７９        ７３９ 

 販 売 用 不 動 産              ６，３２０     ７，１９４       △８７３ 

 未 成 工 事 支 出 金            １５８，２８０   １９３，９４１    △３５，６６０ 

 短 期 貸 付 金              ４，１２９     １，６６４      ２，４６５ 

 繰 延 税 金 資 産             １０，０７５     ８，８２９      １，２４５ 

 工 事 関 係 立 替 金             ２０，９３５    １８，０６８      ２，８６７ 

 そ の 他   １１，１９６    １０，８０８        ３８７ 

   貸 倒 引 当 金             △５８２      △８９９       ３１７ 

［固 定 資 産］ ［１６８，４６７］ ［ 32.0］ ［１４９，７０７］ ［ 27.9］ ［  １８，７５９］ 

（有形固定資産）           （ ５７，６２６） （ 11.0） （ ５８，４１４） （ 10.9） （    △７８７） 

 建 物 ・ 構 築 物             ２１，３１２    ２２，５３８     △１，２２５ 

 機 械 ・ 運 搬 具              ３，５８２     ３，８０４       △２２２ 

 工 具 ・ 器 具 備 品                ９０４       ９６８        △６４ 

 土 地             ３１，７６１    ３０，９５３        ８０８ 

 建 設 仮 勘 定                 ６４       １４９        △８４ 

（無形固定資産）           （  ５，３２３） （  1.0） （  ５，２７１） （  1.0） （      ５２） 

 ソ フ ト ウ ェ ア              ４，９３９       ６８８      ４，２５０ 

 そ の 他      ３８４     ４，５８２     △４，１９８ 

（投資その他の資産） （１０５，５１７） （ 20.1） （ ８６，０２２） （ 16.0） （  １９，４９４） 

 投 資 有 価 証 券             ９３，３０５    ７０，５９７     ２２，７０７ 

 長 期 貸 付 金              ２，５１７       ８７０      １，６４７ 

 破産債権、更生債権等             １８，５４４    １７，４２２      １，１２１ 

 長 期 前 払 費 用                 ９５       １１９        △２３ 

 繰 延 税 金 資 産                  －     ３，８３８     △３，８３８ 

 そ の 他    ６，０８４     ６，９３９       △８５５ 

   貸 倒 引 当 金          △１５，０３１   △１３，７６６     △１，２６４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 資  産  合  計  ５２６，０６０  100.0  ５３７，３８３  100.0   △１１，３２３ 
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                                                （単位：百万円） 

   当  期 

（ 平成18年 3月 31日現在 ） 

   前  期 

（ 平成17年 3月 31日現在 ） 
増  減 

        期 別 

 

科 目   金   額   ％   金   額   ％ 金  額 

 【負 債 の 部】 【３６１，２７７】 【 68.7】 【３８３，７６３】 【 71.4】 【 △２２，４８５】 
［流 動 負 債］ ［２８７，７６６］ ［ 54.7］ ［３０６，０８２］ ［ 57.0］ ［ △１８，３１５］ 

 工 事 未 払 金             ６６，００３    ６８，２５３     △２，２５０ 

 短 期 借 入 金             ２８，５４９    ２８，３２２        ２２６ 

 一年以内償還の社債   １６，０００         －     １６，０００ 

 未 払 金    ３，３６９     ３，７６８       △３９９ 

 未 払 法 人 税 等              ４，９１０     ２，７０２      ２，２０７ 

 未 成 工 事 受 入 金            １３２，５８７   １７６，３７４    △４３，７８６ 

 預 り 金             １８，９１４    １７，０７９      １，８３４ 

 修 繕 引 当 金                ７２８       ６８２         ４５ 

 賞 与 引 当 金   ２，４６２    ２，２６２       １９９ 

 完成工事補償引当金               ２８３      ３３４       △５０ 

 工 事 損 失 引 当 金   ７，１２４        －     ７，１２４ 

 従 業 員 預 り 金              ５，５５５     ５，４９２         ６３ 

 そ の 他    １，２７９       ８１０        ４６８ 

［固 定 負 債］ ［ ７３，５１１］ ［ 14.0］ ［ ７７，６８０］ ［ 14.5］ ［  △４，１６９］ 

 社        債   ３３，０００    ４９，０００    △１６，０００ 

 長 期 借 入 金             １０，０００     １，０００  ９，０００ 

 退 職 給 付 引 当 金             ２４，８７２    ２４，５７０        ３０２ 

 役員退職慰労引当金                  －       ３８７       △３８７ 

 繰 延 税 金 負 債    ２，５８２         －      ２，５８２ 

 そ の 他    ３，０５５     ２，７２２        ３３２ 

 【資 本 の 部】 【１６４，７８２】 【 31.3】 【１５３，６２０】 【 28.6】 【  １１，１６２】 

［ 資 本 金      ］ ［ ２３，４５４］ ［  4.5］ ［ ２３，４５４］ ［  4.4］ ［       －］ 

［資 本 剰 余 金］ ［ ３１，５７９］ ［  6.0］ ［ ３１，５７９］ ［  5.9］ ［       －］ 

（ 資本準備金）          （ ３１，５７９） （ 6.0） （ ３１，５７９） （ 5.9） （       －） 

［利 益 剰 余 金］ ［ ８２，５９８］ ［ 15.7］ ［ ８２，２０８］ ［ 15.3］ ［     ３９０］ 

（利益準備金）          （  ４，５５２） （ 0.9） （  ４，５５２） （ 0.8） （       －） 

（ 任意積立金）          （ ７４，７００） （ 14.2） （ ７４，７００） （ 13.9） （       －） 

 別 途 積 立 金             ７４，７００     ７４，７００           － 

（当期未処分利益） （  ３，３４６） （ 0.6） （  ２，９５５） （ 0.6） （     ３９０） 
［その他有価証券評価差額金］ ［ ２７，１８４］ ［  5.2］ ［ １６，４０３］ ［  3.1］ ［  １０，７８０］ 

［ 自 己 株 式 ］ ［    △３４］ ［△0.0］ ［    △２６］ ［△0.0］ ［      △８］ 
      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      
      

      

      

 負 債・資 本 合 計  ５２６，０６０  100.0  ５３７，３８３  100.0   △１１，３２３ 
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比較損益計算書 

                                                 （単位：百万円） 

当  期 前  期 

(自 平成17年 4月 1 日 

 至 平成18年 3月 31日)

(自 平成16年 4月 1 日 

 至 平成17年 3月 31日) 

     増  減 
            期 別 

 

科 目 
  金  額  ％   金   額  ％   金  額  ％ 

営 業 損 益                   

 完 成 工 事 高            ４２３，２４８ 100.0 ４１８，１９３ 100.0    ５，０５５   1.2

 完 成 工 事 原 価            ３９３，６２８  93.0 ３８８，６９４  92.9    ４，９３３ 1.3

   完 成 工 事 総 利 益             ２９，６１９   7.0  ２９，４９８   7.1      １２１ 0.4

 販売費及び一般管理費             ２３，０４７   5.4  ２１，９１６   5.2    １，１３０   5.2

   営 業 利 益              ６，５７２  1.6   ７，５８１  1.8   △１，００９ △13.3

 営 業 外 収 益              ２，６８５   0.6   ２，４２４   0.6      ２６０  10.8

  受 取 利 息 配 当 金                １，７０８    １，５３１       １７７  

  そ の 他     ９７７      ８９３        ８３  

 営 業 外 費 用              ２，２３１   0.5   ２，０１４   0.5      ２１７  10.8

  支 払 利 息                １，６０７     １，１６５       ４４１  

  そ の 他     ６２４      ８４８      △２２４  

   経 常 利 益              ７，０２６  1.7   ７，９９２  1.9     △９６５ △12.1

 特 別 利 益              ３，２２２   0.8   ５，３６５   1.3   △２，１４２ △39.9

  固 定 資 産 売 却 益     ４２０       ５１       ３６９  

  投資有価証券評価損戻入額     ２９３        ０       ２９２  

  投 資 有 価 証 券 売 却 益               １，９９６      ７７０     １，２２６  

  厚生年金基金代行部分返上益     ４４３    ４，５４３    △４，０９９  

  そ の 他      ６８        －        ６８  

 特 別 損 失              ６，１９３   1.5   ７，８５７   1.9   △１，６６３ △21.2

  投 資 有 価 証 券 評 価 損                 ２２０       ９７       １２２  

  減 損 損 失     ３２３    ６，４９２    △６，１６８  

  海 外 工 事 復 旧 費 用 ４，２４５    －     ４，２４５  

  そ の 他 特 別 損 失 １，４０４    １，２６７       １３６  

   税 引 前 当 期 純 利 益   ４，０５５  1.0   ５，５００  1.3   △１，４４４ △26.3

   法人税、 住民税及び事業税   ４，１７８  1.0   ２，１５５  0.5    ２，０２３   93.9

   法 人 税 等 調 整 額             △２，２２３ △0.5   ２，４６９ 0.6   △４，６９２ △190.1

   当 期 純 利 益   ２，１０１  0.5     ８７６  0.2    １，２２５ 139.8

   前 期 繰 越 利 益              １，２４４    ２，０７９      △８３５  

   当 期 未 処 分 利 益   ３，３４６    ２，９５５       ３９０  



                                           前田建設（個別） 
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比較利益処分案 

                                                （単位：百万円） 

当  期 前  期            期 別 

 

 科 目 
(自 平成17年 4月 1 日 

至 平成18年 3月 31日) 

(自 平成16年 4月 1 日 

至 平成17年 3月 31日) 

増  減 

 当期未処分利益      ３，３４６      ２，９５５       ３９０ 

合   計      ３，３４６      ２，９５５       ３９０ 

 利 益 処 分 額                                          

  株 主 配 当 金                  １，６６６      １，６６６        △０ 

  取 締 役 賞 与 金         ４５         ４５         － 

  任 意 積 立 金                                             

   別 途 積 立 金                   ５００          －       ５００ 

合   計      ２，２１１      １，７１１       ４９９ 

 次 期 繰 越 利 益               １，１３４      １，２４４      △１０９ 

（注）配当金は、１株につき当期９円、前期９円 



                                           前田建設（個別） 
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重要な会計方針 

１． 有価証券の評価基準及び評価方法は、満期保有目的の債券については償却原価法（定額法）、子会社株式及び関

連会社株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては決算日の市場

価格等に基づく時価法（評価差額は部分資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）、時価の

ないものについては移動平均法による原価法によっている。 

２． 未成工事支出金の評価基準及び評価方法は、個別法による原価法により、また、販売用不動産の評価方法は、個

別法による低価法によっている。 

３．有形固定資産の減価償却の方法は､定率法によっている。但し、平成10年 4月 1日以降取得した建物（建物附属

設備を除く）については、定額法によっている。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっている。 

４．ソフトウェアの減価償却の方法は､社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法によっており、その他無形

固定資産については、定額法によっている。 

５．社債発行費は、支出時に全額費用として処理している。 

６．貸倒引当金は、債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を引当て計上している。 

７．修繕引当金は、重機械類の大修繕に備えて当期までに負担すべき修繕見積額を引当て計上している。 

８． 賞与引当金は、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち、当期末負担額を引当て計

上している。 

９． 工事損失引当金は、当期より、受注工事に係る将来の損失に備えるため、当期末手持工事のうち損失の発生が見

込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もることができる工事について、損失見込額を引当て計上している。 

10．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当期において発生していると認められる額を引当て計上している。 

過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法により

按分した額を、費用の減額処理している。 

数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法

により按分した額を、それぞれ発生の翌期から費用処理することとしている。 

11．役員退職慰労引当金は、取締役、監査役及び執行役員の退職慰労金の支給に備えて、内規に基づく期末要支給額

の全額を引当て計上していたが、平成17年 6月 29日開催の定時株主総会において、同日をもって役員退職慰労

金制度を廃止するとともに、内規に基づく同日までの在任期間に応じた役員退職慰労金を、役員の退任時に支給

することを決議した。 

  これに伴い、従来計上していた「役員退職慰労引当金」の全額397百万円を取崩し、同額を固定負債のその他に

振替え計上している。 

12．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

13．ヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジ処理によっている。なお、金利スワップの特例処理の要件を満たすものについ

ては、特例処理によっている。 

14．完成工事高の計上は、請負金額1億円以上かつ工期1年超の工事については工事進行基準を適用し、その他の工

事については工事完成基準を適用している。 

  （会計処理の変更） 

  従来、完成工事高の計上は、長期大型工事「工期が2年以上、かつ請負金額50億円以上」については工事進行基

準を適用し、その他の工事については工事完成基準を適用していたが、平成17年 4月 1日以降に着手した工事よ

り、「請負金額1億円以上かつ工期1年超の工事」については工事進行基準を適用し、その他の工事については工

事完成基準を適用することに変更している。この変更は、国際的な会計基準と四半期開示等の適時開示制度に対

応するため、工事施工実績をより適時に経営成績に反映することを目的として行ったものである。 

  この結果、従来の基準によった場合と比較して、完成工事高が31,382百万円増加し、完成工事総利益、営業利益、

経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ784百万円増加している。 

15．消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。 
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注 記 事 項 

（貸借対照表関係） 

                         当  期        前  期 

１．有形固定資産の減価償却累計額       ５２，５４５百万円    ５１，６００百万円 

２．保証債務額 

   借入金に対する保証債務          ３，９９３百万円    ４，２４５百万円 

     マンション売買契約手付金の返済保証債務  １，３７８百万円    ４，８１０百万円 

   工事に対する入札・履行保証債務        ８７３百万円    １，０５４百万円 

・ 従業員の住宅取得資金借入についての金融機関への保証債務（613百万円）に関しては、住宅資金貸付保険が 

 付保されており、将来において実損が発生する可能性がないため、保証債務額から除外している。 

３．受取手形裏書譲渡高            １１，７３８百万円   １３，１５１百万円 

４．旧商法施行規則第124条第3号の規定により利益の配当に充当することが制限されている純資産額 

                       ２７，１０２百万円   １６，１４８百万円 

 

 

（損益計算書関係） 

                         当  期        前  期 

  工事進行基準による完成工事高       ８４，９８０百万円   ３８，０７６百万円     

 

 

リース取引関係 

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略している。 

 

有価証券関係 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

当期（平成１８年３月３１日現在）                        （単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 時   価 差   額 

(1)子会社株式       ７７５     ５，２４２     ４，４６７ 

(2)関連会社株式    １２，６４９    ３０，８５３    １８，２０３ 

    合    計     １３，４２４    ３６，０９６    ２２，６７１ 

 

 

前期（平成１７年３月３１日現在）                        （単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 時   価 差   額 

(1)子会社株式       ７７５     ２，２３２     １，４５７ 

(2)関連会社株式    １２，６４９    ２５，９１３    １３，２６３ 

    合    計     １３，４２４    ２８，１４６    １４，７２１ 
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税効果会計関係 

１． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

当  期        前  期 

（平成18年 3月 31日） （平成17年 3月 31日） 

   繰延税金資産 

    退職給付引当金損金算入限度超過額          １０，３２４       ９，６１６ 

    貸倒引当金損金算入限度超過額             ４，１７５       ３，６３４ 

    工事損失引当金                    ２，８９９           － 

減損損失                       ２，３３９       ２，５９９ 

    たな卸資産等有税評価減                ２，０４１       ２，１３４ 

    その他                        ６，０９７       ７，４５９ 

   繰延税金資産小計                   ２７，８７８      ２５，４４４ 

   評価性引当額                     △１，７２８      △１，５１８ 

   繰延税金資産合計                   ２６，１４９      ２３，９２５ 

   繰延税金負債 

    その他有価証券評価差額金             △１８，６５７     △１１，２５８ 

   繰延税金負債合計                  △１８，６５７     △１１，２５８ 

   繰延税金資産の純額                   ７，４９２      １２，６６７ 

   

２． 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差額の原因となった主な項目別の内訳 

 

                        当  期        前  期 

   法定実効税率                     ４０．７％       ４０．７％ 

   （調整）                     

    永久に損金に算入されない項目            １７．０        １６．３ 

    永久に益金に算入されない項目            △５．８        △３．８ 

    住民税均等割等                    ６．４         ４．３ 

    情報通信機器等の法人税特別控除          △１３．４           － 

    評価性引当額による影響等               ３．３        ２６．６   

    税効果会計適用後の法人税等の負担率         ４８．２        ８４．１ 
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１株当たり情報 

                                   
当  期 前  期  

（自 平成17年 4月 1 日

 至 平成18年3月31日）

（自 平成16年 4月 1 日

 至 平成17年3月31日）

１株当たり純資産額 

１株当たり当期純利益金額 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 

８８９．８３円 

    １１．１１円 

当期は潜在株式が存在しな

いため記載していない。 

８２９．４８円 

     ４．４９円 

当期は潜在株式が存在しな

いため記載していない。 

（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

 当  期 

（自 平成17年 4月 1 日

 至 平成18年3月31日）

前  期 

（自 平成16年 4月 1 日

至 平成17年3月31日）

当期純利益（百万円）      ２，１０１        ８７６ 

普通株式に帰属しない金額（百万円）         ４５         ４５ 

（うち利益処分による取締役賞与金）        （４５）        （４５） 

普通株式に係る当期純利益（百万円）      ２，０５６         ８３１ 

普通株式の期中平均株式数（千株）    １８５，１４１    １８５，１５５ 

 

建築・土木別 受注、完成、手持工事高 

（単位：百万円） 

当    期 

(自 平成17年 4月 1 日 

  至 平成18年 3月31日） 

前    期 

(自 平成16年 4月 1 日 

  至 平成17年 3月31日） 
増  減       期 別 

 

 区 分 
金 額   ％ 金 額   ％  金 額      ％ 

国内官公庁      20,075    5.3      21,194    5.4 △1,118   △5.3 

国 内 民 間    243,485   63.8    231,101   59.3      12,383     5.4 

海     外        636    0.2      5,254    1.3     △4,617 △87.9 
建 築 

（計） (264,197) ( 69.2) (257,550) ( 66.1) (   6,647) (   2.6) 

国内官公庁     58,674   15.4     83,317   21.4    △24,642  △29.6 

国 内 民 間       38,902   10.2       28,780    7.4      10,122    35.2 

海     外       20,033    5.2       19,904    5.1         129    0.6 
土 木 

（計） (117,610) ( 30.8) (132,002) ( 33.9) (△14,391) (△10.9) 

国内官公庁       78,749   20.6      104,511   26.8    △25,761 △24.6 

国 内 民 間      282,388   74.0      259,881   66.7      22,506     8.7 

 
 

受 

注 

工 

事 

高 

 

合 計 

海     外       20,670    5.4       25,159    6.5     △4,488 △17.8 

  （計） (381,808) (100.0) (389,552) (100.0) ( △7,743) ( △2.0) 
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（単位：百万円） 

      期 別 

 

 区 分 

当    期 

(自 平成17年 4月 1 日 

  至 平成18年 3月31日） 

前    期 

(自 平成16年 4月 1 日 

  至 平成17年 3月31日） 
増  減 

国内官公庁       20,536    4.9       35,826    8.6    △15,290  △42.7 

国 内 民 間      255,429   60.3      247,687   59.2       7,741     3.1 
 

建 築 

海     外          539    0.1           22    0.0         516 2,264.8 

 （計） (276,504) ( 65.3) (283,537) ( 67.8) ( △7,032) ( △2.5) 

国内官公庁       73,858   17.5       88,355   21.1    △14,497  △16.4 

国 内 民 間       46,989   11.1       24,616    5.9      22,372    90.9 
 

土 木 

海     外       25,896    6.1       21,684    5.2      4,212    19.4 

 （計） (146,743) ( 34.7) (134,656) ( 32.2) (  12,087) (   9.0) 

国内官公庁       94,394   22.3      124,182   29.7    △29,787  △24.0 

国 内 民 間      302,418   71.5      272,304   65.1 30,114    11.1 

 
 

完 

成 

工 

事 

高 

 

合 計 

海     外       26,435    6.2       21,706    5.2       4,728    21.8 

  （計） (423,248) (100.0) (418,193) (100.0) (   5,055) (   1.2) 

 

（単位：百万円） 
      期 別 

 

 区 分 

当    期 

(自 平成17年 4月 1 日 

  至 平成18年 3月31日） 

前    期 

(自 平成16年 4月 1 日 

  至 平成17年 3月31日） 
増  減 

国内官公庁       30,753    5.2       31,213    5.0       △460   △1.5 

国 内 民 間      221,190   37.6      233,134   37.0    △11,944   △5.1 

海     外        5,333    0.9        5,235    0.8          97   1.9 
建 築 

（計） (257,277) ( 43.7) (269,584) ( 42.8) (△12,306) ( △4.6) 

国内官公庁 201,852   34.3 217,036   34.4 △15,184   △7.0 

国 内 民 間       76,968   13.1       85,054   13.5    △8,086   △9.5 
 

土 木 

海     外       52,643    8.9       58,505    9.3     △5,862  △10.0 

 （計） (331,463) ( 56.3) (360,596) ( 57.2) (△29,132) ( △8.1) 

国内官公庁      232,605   39.5      248,250   39.4    △15,644  △6.3 

国 内 民 間      298,159   50.6      318,189   50.5    △20,030   △6.3 

 
 

手 

持 
工 

事 

高 

 

合 計 

海     外       57,976    9.8       63,741   10.1     △5,764   △9.0 

  （計） (588,741) (100.0) (630,181) (100.0) (△41,439) ( △6.6) 

        （％欄カッコ内は建築・土木百分比） 
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（主要受注工事） 

発注者（敬称略） 工     事     名 工事場所 

ア パ 建 設 ㈱ アパ仙台プロジェクト新築工事 宮 城 県 

ヴ ェ ロ ッ ク ス 赤 坂 通 り 特 定 目 的 会 社 ヴェロックス赤坂通り開発 東 京 都 

(学 )都 築 第 一 学園 横浜薬科大学（仮称）新設工事 神奈川県

ユ ニ ー ㈱ アピタ安城南店新築工事 愛 知 県 

建 
 
 

築 

東 大 阪 消 防 Ｐ Ｆ Ｉ サ ー ビ ス ㈱ 
(仮称)東大阪市消防局・中消防署庁舎整備事業のうち 

施設等整備に係る建設工事
大 阪 府 

東 日 本 旅 客 鉄 道 ㈱ 東北本線与野・さいたま新都心間赤岩Ｂｏ改築工事 埼 玉 県 

珠 洲 風 力 開 発 ㈱ 珠洲風力発電所施設建設工事 石 川 県 

日本道路公団中部支社 

（現 中日本高速道路㈱） 
東名阪自動車道相原工事 愛 知 県 

パークタウン泉開発㈱ パークタウン泉宅地造成他工事 長 崎 県 

土 
 
 

木 

セ イ ロ ン 電 力 庁 アッパーコトマレ水力発電準備工事(ＬＯＴ－１) ス リ ラ ン カ 

 

  （主要完成工事） 

発注者（敬称略） 工     事     名 工事場所 

㈱タナカエンタープライズ ティアラタワー中島倶楽部新築工事 北 海 道 

ユ ー エ フ ジ ェ イ 信 託 銀 行 ㈱ 

(有)有明ﾚｼﾞﾃﾞﾝｼｬﾙﾀﾜｰｽﾞ 

㈱ プ ロ パ ス ト 

正 友 地 所 ㈱ 

(仮称)有明１丁目マンションⅡ新築工事 東 京 都 

町 屋 駅 前 南 地 区 

市 街 地 再 開 発 組 合 
町屋駅前南地区第一種市街地再開発ビル(仮称)新築工事等 東 京 都 

㈱ 大 京 ライオンズタワー月島新築工事 東 京 都 

 

 

 

 

建 

 

 

築 

 

ヤ マ ト 運 輸 ㈱ ヤマト運輸株式会社（仮称）西大阪主管支店（ベース）建替工事 兵 庫 県 

関 東 地 方 整 備 局 日比谷共同溝工事 東 京 都 

東 日 本 旅 客 鉄 道 ㈱ 信発山本調整池堤体他災害応急（中越地震） 新 潟 県 

東 京 電 力 ㈱ 神流川発電所新設工事（１期）のうち土木工事（上部ダム工区）  長 野 県 

近 畿 地 方 整 備 局 大阪北道路門真南地区改良工事 大 阪 府 

土 
 
 

木 

九 州 地 方 整 備 局 福岡202号外環状共同溝第２工区Ｂシールド工事 福 岡 県 
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役員の異動（平成18年６月29日付予定） 

 

平成18年３月27日開示済みであります。 

                                               以 上 


